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研究成果の概要（和文）：熊本地震の液状化発生地域における地震前後のPALSAR-2 画像のコヒーレンスが変化
することをシミュレーションによって明らかにした。また，北海道胆振東部地震の液状化発生地域でも同様の傾
向がみられることを示した。そして，熊本地震の建物被害データから被害関数を構築すると共に，ガス管を対象
にして，SAR画像から計算した地盤ひずみとガス導管被害との関係を明らかにした。橋梁モニタリングの実例と
して，イランの北西部に位置するウルミア湖に架かる橋梁を対象に，2004年から2017年の長期に渡るInSAR解析
を4つの人工衛星SAR画像を用いて実施し，橋梁の沈下の要因等を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：It was clarified by simulation that the coherence of PALSAR-2 images before 
and after the earthquake changed in the liquefaction area of the Kumamoto earthquake. It was also 
shown that a similar tendency was observed in the liquefaction area of the Hokkaido Iburi Tobu 
Earthquake. Then, the fragility function was constructed from the building damage data of the 
Kumamoto earthquake, and the relationship between the ground strain calculated from the SAR image 
and the gas pipeline damage was clarified. As an example of bridge monitoring, a long-term InSAR 
analysis from 2004 to 2017 was carried out using four satellite SAR images for a bridge over Lake 
Urmia, located in the northwestern part of Iran, and clarified the factors of bridge settlement.

研究分野： 防災リモートセンシング

キーワード： リモートセンシング　合成開口レーダ　建物被害　ガス管被害　橋梁沈下　液状化被害

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
都市インフラ施設の機能を平常時からモニタリングし，地震等の大規模災害後の復旧・復興活動においては，施
設の利用可否を判断する必要がある。また，都市における広域的な地盤災害や建物被害の状況を把握することは
迅速な災害対応を行う上で重要である。本研究成果は，被災地の現場に行くことなく，宇宙からの人工衛星リモ
ートセンシングにより定常時や災害時の被害状況の把握を可能にする技術で，実際の観測データに基づいて実証
していることから，今後，南海トラフ巨大地震や首都直下地震などへの応用が期待できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
広域的に分布するインフラ施設の健全性の評価には人工衛星や航空機からの観測が有効である。

とくに，我が国においては，1995 年の阪神・淡路大震災以降，面的に被害情報が取得できるリ
モートセンシング技術が注目され，被災地を観測した航空写真や人工衛星画像と実際の被害状
況との比較が様々な研究者により精力的に実施された。当初は合成開口レーダ（SAR）の強度情
報に着目し，建物被害の定量的な把握を目的とした画像処理手法が提案されていた。一方，SAR
の位相情報の干渉処理（InSAR）から建物の詳細被害を検出できる可能性が以前より指摘されて
いたものの，SAR 観測システムの性能限界によって実用的な手法には至らず，InSAR 解析から
抽出できる情報は地震や火山に起因した大局的な地盤変動に限られていた。このような問題の
解決策として，複数の SAR 画像を同時に解析する InSAR 時系列解析が 2000 年頃に提案され，
手法の改良等を経て現在ではミリメートル精度の地盤変位を検出できるまでになってきている。
また，2014 年より稼働した ALOS2 衛星や Sentinel-1 衛星は高精度な軌道制御によって位相の
劣化が低減し，従来よりも干渉性が高まったことで，強度情報では抽出困難であった詳細な変化
の抽出ができる可能性がある。 
 
２．研究の目的 
SAR リモートセンシング技術と防災への応用における急速な発展の背景があるが，位相の干渉

度と建物被害との関係を定量的に評価した事例が少ないため，手法をより高度化する必要があ
ること，また，従来の InSAR 解析の多くは地盤変位検出を目的としており，最近の SAR 画像
の高分解能化は橋梁のモニタリングやライフライン被害抽出の実証研究がほとんどないことか
ら，これらの点を明らかにすることを目的としている。 
 
３．研究の方法 
 地震被害の評価に際しては，ALOS-2 衛星の合成開口レーダ（SAR）センサである PALSAR-
2 画像を用い，熊本地震の液状化発生地域における地震前後の SAR 画像のコヒーレンスが変化
することをシミュレーションによって明らかにし，2018 年北海道胆振東部地震の液状化発生地
域でも同様の傾向がみられることを示す。また，熊本地震の実被害データから振動による建物被
害のみを評価する被害関数の構築を行う。 
 ライフラインの被害については，熊本地震のガス導管被害を対象にして，地震前後に観測した
PALSAR-2 画像から視線方向成分の変位を，2.5 次元解析により分解し，地震による地盤の水平
と上下変位分布を推定し，それらの勾配から地盤ひずみ相当の値を算出して，ガス導管被害との
関係を検討する。 
 橋梁モニタリングの実例として，イランの北西部に位置するウルミア湖に架かる橋梁を対象
に，2004 年から 2017 年の長期に渡る InSAR 解析を 4 つの人工衛星 SAR 画像を用いて実施し，
橋梁の沈下の要因等を明らかにする。 
 
４．研究成果 
4.1 SAR 画像コヒーレンスの特徴と液状化および建物被害の推定 
 2016 年 4 月 14 日から，熊本県を中心に M6 以上の地震が連続して発生し，14 日 21 時 26 分
（M6.5）の地震および 15 日 0 時 3 分（M6.4）に発生した地震（前震），16 日 1 時 25 分には
M7.3 の本震が発生した。ここでは，PALSAR-2 画像を用い，熊本地震の液状化発生地域におけ
る地震前後の SAR 画像のコヒーレンスが変化することをシミュレーションによって明らかにし，
2018 年北海道胆振東部地震の液状化発生地域でも同様の傾向がみられることを示す。また，建
物振動にのみ起因したコヒーレンスに基づく建物被害の被害関数の構築を行った。 
 
4.1.1 2016 年熊本地震の PALSAR-2 画像とコヒーレンスの変化 
 地震前（2015/11/30 および 2016/3/7）と，前震後（2016/4/18）に被災地を撮影された PALSAR-
2 画像を用いた。地震前の 2016/3/7 を Master 画像，他の 2 シーンを Slave 画像として位置合
わせを行い，地震前のペア 2015/11/30（Slave）—2016/3/7（Master），地震前後のペア 2016/3/7
（Master）—2016/4/18（Slave）の 2 ペアを用いて被災地のコヒーレンスの変化を調べた。干渉
処理によって得られたコヒーレンス画像と Master と Slave の後方散乱強度の画像を RGB に着
色合成（R：コヒーレンス画像，G：Master の後方散乱強度画像，B：Slave の後方散乱強度画
像）することによって RGB コンポジット画像を作成した。なお，各画像のピクセル分解能は 5
ｍ×5ｍとして，それぞれのペアについて作成した。水域や植生がある地域は後方散乱強度が低
いので暗い色になり，建物群についてはマイクロ波の多重反射により後方散乱強度が高くなる
ため明るくなる。そして，コヒーレンスが高い地域は赤色になるが，コヒーレンスが低い地域は
赤色の成分が少ないのでシアン色になる。それぞれのペアを比較すると，地震前後のペアでは旧
鹿児島街道に沿いに帯状にコヒーレンスが低下している地域がみられ，噴砂が確認された地域
との対応は良い。この地域を液状化の帯と呼ぶ。図 1 には液状化の帯によるコヒーレンス値の
断面を示す。液状化の帯ではコヒーレンスが 0.1 程度にまで低下している。なお，この地域では，
筆者らが行った現地調査でも噴砂の跡を確認しており，鉛直方向に局所的には最大で約 1m～
1.5m 地盤沈下していた。また，コヒーレンスは建物倒壊など大きな変状があった場合にも低下
するが，現地での外観調査や航空写真からの目視からはそのような大きな建物変状は確認でき



なかった。本震の 6 ヶ月後に観測した PALSAR-2 画像による干渉処理でもコヒーレンス低下が
みられるため，地表面が噴砂で覆われたことが原因ではないと考えられる。以降では，コヒーレ
ンス低下の原因をシミュレーションによって明らかにする。 
 

 
図 1 液状化の帯によるコヒーレンスの値の断面 

 
4.1.2 液状化地域におけるコヒーレンスシミュレーション 
 シミュレーション条件は，PALSAR-2 画像の観測条件に準じて設定した。地盤の沈下は，沈
下のないフラットな平面を Master（地震前）として，Slave（地震後）が Master に対して相対
的に 0.1m，0.2m，0.3m，0.4m，0.5m 沈下し，その沈下の幅は約 100m とした。地盤は滑らか
に沈下したと仮定した。図 2 に想定した地盤モデルを示す。シミュレーションは Master と各
Slave とのコヒーレンスを求め，コヒーレンス計算時の平均化ウィンドウは 25m とした。なお，
2 回の観測で後方散乱係数に変化がなかったと仮定した。シミュレーションで得られたコヒーレ
ンスを図 3 に示す。シミュレーションから地盤沈下によってコヒーレンスが低下し，沈下量が
大きくなるとコヒーレンスの低下も大きくなるという結果を得た。今回のモデルでは沈下量が
0.3m を超えるとコヒーレンスの値の低下に乱れが生じた。しかし，いずれの結果も Slave の沈
下の勾配が大きいところではコヒーレンスが低くなっているのに対し，沈下の勾配が小さいと
ころではコヒーレンスの低下が緩やかになっている。なお，実際の地盤沈下は滑らかには起こら
ず，局所的に不同沈下になっていると考えられる。そこで，沈下後の地表に凹凸がある場合のシ
ミュレーションも行った。その地表の凹凸は，平均 0.02m，標準偏差 0.02m の乱数を発生させ
て表現した。地表面に凹凸がある場合は，滑らかな面でのコヒーレンスにさらにバラツキ（乱れ）
を与えたような結果になった。 

 
図 2 地盤沈下のモデル 

 
図 3 コヒーレンス 



 
4.1.3 2018 年北海道胆振東部地震での液状化地域 
前節のシミュレーションにより，液状化等の地盤沈下地域をコヒーレンスの低下から抽出でき

る可能性を示した。ここでは 2018 年 9 月 6 日の北海道胆振東部地震の液状化被害（札幌市清田
区里塚付近・北広島市大曲並木）を観測した PALSAR-2 画像による検証を行った。地震前
（2018/8/9 および 2018/8/23）と，前震後（2018/9/6）に被災地を撮影された PALSAR-2 画像
を用いた。地震前の 2018/8/23 を Master 画像，他の 2 シーンを Slave 画像として位置合わせを
行い，地震前のペア 2018/8/9（Slave）—2018/8/23（Master），地震前後のペア 2018/8/23（Master）
—2018/9/6（Slave）の 2 ペアを用いて被災地のコヒーレンス画像を計算し，後方散乱係数の画像
と組み合わせて RGB コンポジット画像を作成した。その結果は図 1 と同様に地震前後ペアでは
コヒーレンスの値が低下しシアン色に変化している地域がみられ，これらの地域は液状化被害
が報告されている地域や著者らの現地調査とも対応している。液状化に起因した地盤被害地域
を視覚的・定量的に抽出するため，コヒーレンス画像を主体として，さらに，強震観測記録およ
び微地形分類図に基づき推定した液状化危険度と地盤の傾斜度を補足的に重畳して求めた液状
化ポテンシャル画像を図 4 に示す。この解析では国土地理院の建物ポリゴンデータを参考にし
て建物以外にマスクをしている。液状化ポテンシャルが高い地域は液状化被害とよく対応し，旧
地形における谷筋および旧河道の位置とも対応する。 

 
図 4 液状化や地盤変動に起因した被害の抽出（札幌市清田区とその周辺） 

 

       
図 5 被害建物棟数の頻度分布       図 6 尤度から求めた被害関数 

 
4.1.4 コヒーレンスによる建物被害関数の構築 
熊本地震の地盤変動をより詳細に検討するため，地震前（2015/1/14）と地震後（2016/4/20）

の PALSAR-2 画像を追加した。この組み合わせをペア①とし，前節にて用いた地震前（2016/3/7）
と地震後（2016/4/18）をペア②としている。なお，両ペアは下降軌道による観測であるが，ペ
ア①は衛星から左側（西から東）にマイクロ波を照射し，ペア②は右側（東から西）に照射して
いる。ペア①とペア②の両方について，InSAR 解析により LOS（衛星視線）方向の変位分布を
算出した。その際，観測範囲に存在する GEONET 観測データを用いた補正も行った。PALSAR-
2 画像から求めた LOS 変位と GEONET 観測地点における LOS 変位を比較したところ，ペア
①およびペア②共に RMSE が約 0.04m と，PALSAR-2 画像からの地盤変位の推定精度は高い。
InSAR 解析で得られる変位量は LOS 方向の 1 次元成分のみであり，2 つのペアでは LOS 方向
が異なる。そこで，複数の観測結果を組み合わせて，2 次元以上の次元の変位量を推定した（2.5
次元解析と呼ばれている）。2.5 次元解析により求まる地盤変位の水平，鉛直成分は左側観測お



よび右側観測の入射角と照射角の違いから完全な東西，上下方向の変位ではないため，「準」と
いう表現を用いて準東西成分および準上下成分と呼ぶ。求めた準上下方向の変位の一次微分を
計算することで変位勾配を求め，地盤の変位勾配が大きい地域ではコヒーレンスに地盤変状の
影響が含まれていると考えた。そこで，上述したシミュレーションを参考に，勾配が 0.05°以
下の地域にある被害建物の分布から建物被害関数を構築した。建物の被害レベルを航空写真等
の目視判読により大被害，中被害，小被害，無被害に分け，コヒーレンス画像と重ね合わせ，そ
れぞれの被害レベルから無作為に抽出した。その建物棟数のヒストグラムを図 5 に，ヒストグ
ラムから求めた尤度を図 6 に示す。また，尤度から求めた回帰直線も図に示す。この回帰直線は
建物振動のみに起因した被害関数に位置づけられる。 
 
4.2 熊本地震における PALSAR-2 画像の InSAR 解析による地盤変位とガス導管被害の関係 
 前節の 2.5 次元解析にて得られた準東西方向および準上下方向の変位分布と熊本地震のガス
管被害との関係を検討した。対象は西部ガスの低圧本支管とした。熊本地震での本支管の被害箇
所数を本管・支管合わせて 79 箇所である。非耐震管については継手の亀裂や折損等が発生した
が，耐震管については全て継手の緩みによる微小なガス漏れで継手破損も発生していなかった。
なお，準東西方向や準上下方向の地盤変位にガス本支管被害箇所の分布を重畳しても明確な関
係はみられない。地盤変位が大きいからといって必ずしも被害が発生しているわけではなく，地
盤変位そのものは被害とは無関係であることを示唆している。 
ガス管等の地中埋設ライフラインの被害は地盤の絶対変位よりも相対変位，すなわち地盤ひず

みによってもたらされると考えられる。そこで，地盤ひずみに近似できる指標として，準東西方
向と準上下方向それぞれの地盤変位について，対象ピクセルの周辺の 8 ピクセルから勾配（傾
斜量）を算出した。前者については準東西方向の垂直ひずみ，後者については地盤内の比較的浅
い深度まで地表と同じ変位をしていると仮定した時の地盤せん断ひずみに近似できる。ただし，
傾斜量を計算しているため垂直ひずみについては圧縮と引張の違いを考慮していない。算出し
た勾配の分布をガス本支管被害箇所に重畳したところ，勾配が大きい地域に被害箇所が集中し
ているようにみえる。そこで，地盤変位とガス本支管被害率との関係を検討した。ここでの被害
率とは管延長に対する被害箇所数（箇所／km）である。管種は，非耐震の鋼管ネジと耐震の鋼
管 SGM およびダクタイル鋳鉄管の 2 つに分けた。管延長データは 4 分の 1 地域メッシュ（約
250m）で整理されており，PALSAR-2 画像から算出した地盤変位のピクセルサイズ（約 20m）
とは異なる。ここでは，4 分の 1 地域メッシュ内に含まれる PALSAR-2 画像のピクセル数で管
延長データを按分することで，各地盤変位における管延長を算出した。図 7 には地盤変位の勾
配と被害率の関係を示す。勾配が大きくなると管延長が極端に小さくなるため，被害率の値の信
頼性はやや低くなるものの，非耐震管については地盤変位の勾配が大きくなると被害率が大き
くなる傾向がみられる。とくに，準東西方向の地盤変位の勾配（軸方向垂直ひずみに相当）は，
準上下方向の地盤変位の勾配（せん断ひずみに相当）に比べて被害率が約 2 倍大きい。耐震管に
ついては勾配の値に係わらず被害率が小さい。 

      
図 7 地盤変位の勾配に対するガス本支管の延長と被害率（左：準東西方向，右：準上下方向） 
 
4.3 時系列 InSAR 解析による橋梁モニタリングと沈下分析 
時系列 SAR 画像の InSAR 解析（SBAS）が橋梁の変形モニタリグへの有効性を検討した。イ

ランの北西部に位置するウルミア湖は橋の建設に伴う埋め立てや流入水量の減少により湖の水
位が低下し，建設された橋は経年沈下が進んでいることが示唆されている。すでに，既往研究に
て C バンドと X バンドによる SBAS 解析が実施されているが，観測空白期があるなど変形の長
期評価や干渉性の問題から結果の信頼性は十分とはいえない。その問題点を解決するために
PALSAR による時系列 InSAR 解析を追加して，長期間の橋の沈下モニタリングを行い，橋梁の
長期にわたる沈下分布を明らかにした。また，SBAS の時系列変動について主成分分析を行い，
第 1 成分の建設からの経年がもっとも影響があること，第 2，第 3 成分はそれぞれ水位，外気温
と相関があることを示し，これらを説明変量とした沈下予測のモデルを構築した。 
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